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地域ぐるみＴＭＲセンターの設立運営方法 

（地域集団型の自給飼料主体 TMR 供給システムの設立運営方法と評価） 

経営科 日向 貴久 

（E-mail:hinata@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

 酪農経営では、経営規模の拡大とともに、低

コスト化・省力化を図る手段として自給飼料生

産作業を中心とした農作業の外部委託化が進ん

でいます。こうした中、興部町で初めて設立さ

れた飼料基盤の共同利用を前提とした自給飼料

型 TMR センターは、地域ぐるみで生産の効率化、

高品質化、TMR 供給までを含めた省力化が期待

できるシステムとして期待されています。 

そこで、根室管内にある TMR センターを支援

する中で、運営設立方法を検討しました。 

 

２．技術内容と効果 

地域ぐるみで TMR センターを立ち上げるため

には、初期段階で、農家リーダーの存在と地域

的な農家のまとまりを考慮することが必要です

（表１）。また、設立計画の策定段階では、既存

利用組合等との調整や農家の経営改善を支援す

る技術指導体制の整備等に配慮した検討を行わ

なければいけません（表２）。 

地域ぐるみで TMR センターを設立すると、構

成員個々の技術レベル、経済レベルの格差が大

きくなりやすくなります。さらに、参加目的も

コスト削減であったり、労働の削減であったり

と、参加目的の異なる農家の集団となる可能性

もあります。設立の際には、計画段階でクミカ

ン C・D 階層（クミカン所得で資金返済または家

計費を賄い切れない経営層）への対応をできる

限り優先するのが重要です。そして、構成員全

体の技術水準を、早期に一定レベルまで到達さ

せるような、技術指導体制を整備することが必

要になってきます。 

根釧農試が支援を行なった TMR センターの稼

働後に、参加農家の評価を聞く調査を行ないま

した。結果は、TMR 供給事業に対しては、個体

乳量の増加、安定した TMR の供給、労働軽減（図 
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第１段階：設立目的と現況把握 （特に地域集団型は）
初期段階における検討 ○設立目的、具体的方法、解決すべき課題は何か ○

農家の現況把握
○農家の現況調査（生産基盤、乳牛飼養管理能力、牛舎作業環境、経営経済性）
○農家の意向調査（経営目標と経営展開）

第２段階：事業計画の策定 ○地域集団型の目的の明確化

検討委員会の設置 ○具体的なイメージ、○参集農家の範囲、○運営主体 ○既存利用組合等との調整
検討案の作成と農家への説明 ○検討案（会社および農家個々の収支計画）の作成、○農家への説明 ○技術指導体制の検討

○ＣＤ階層への対応
○

第３段階：システムの設立
会社設立 ○会社設立（組織運営体制）
移行計画の立案と実施 ○指導計画の立案と実施、○作業計画の立案と実施、○自給飼料の生産と貯蔵

工事開始 ○工事開始
ＴＭＲの供給開始 ○ＴＭＲの供給開始

設立手順

農家リーダーの存在と地
域的な農家のまとまり

設立準備会の設置と
事業計画の作成

○設立準備会の設置、○事業計画の作成（会社および農家個々の収支計画）
○事業申請 提供されるサービスの選

択制の検討

検討事項

表１ 地域ぐるみ TMR センターの設立手順 



 

 

 

 

 

 

 

 

２）、資材一括購入事業に対しては、資材価格の

低下、技術指導事業に対しては情報の入手、疾

病の減少等の具体的な効果が見られました。し

かし、中核的な部門（TMR 部、コントラクター

部、技術指導部）の担当者に、時間拘束、セン

ター業務労働増加等が指摘されていることか

ら、今後、さらにそれらを補佐する人材あるい

は各部門の調整を図る機能強化の工夫が必要で

す。同時に、過度に一部の農家に負担が掛から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ないような体制（組織運営体制における役割分 

担の明確化、外部雇用および外部組織の積極的

な活用）を整備することが重要です。 

 

３．留意点 

 計画案の策定に利用した計画作成システムの

提供は、根釧農試または畜試にお問い合わせく

ださい。 

図２ 参加農家の 1 日当たり飼料給与労働の変化 

0:00

0:15

0:30

0:45

1:00

1:15

1:30

1:45

設立前 設立後

項　　　　　　目 具体的な内容

1 飼料畑の利用計画
参加農家の生産概要の飼料畑をどのように利用するかを整理。
採草地面積、兼用地面積、放牧地面積と更新計画、とうもろこし畑
面積と更新計画

2 自給飼料の収穫量
飼料畑の利用計画から、平年作・豊作・不作年にどの程度の収穫
量が期待できるかを整理。

3
バンカーサイロの容積、本数と年間利用
計画

自給飼料の収穫量と１日の取り出し量からみて、バンカーサイロの
容積と本数はどのくらい必要かを整理。また、年間の利用計画から
みてどの程度の余裕が必要かを整理

4 飼料畑の生産体系一覧表
飼料畑の利用計画に伴う生産管理のための飼料畑利用形態毎の
作業体系と作業費用、資材費の一覧

5 作業機の作業効率と作業単価
作業機毎の作業効率と作業単価、必要台数、経費算出根拠を整
理。

6 コントラクタへの委託作業 コントラクタへ委託する作業内容と経費を整理。

7 自給飼料生産費 貯蔵飼料毎の総費用と利用現物1kg当たりの費用を算出。

8 飼料給与メニュー
搾乳用（日乳量水準毎）、乾乳用（前期、後期）の給与メニューの設
定と料金を整理。

9 参加農家毎の飼料給与量
参加農家の飼養頭数、乳量水準に応じた年間のＴＭＲ必要量と利
用料金の整理。

10 ＴＭＲおよび細断ベールの配送計画
ＴＭＲ（搾乳用）と細断ベール（乾乳用）の１日当たりの調製量と調製
時間、配送時間、必要人員数を算出。

11 飼料調製部門のコスト試算
飼料調製部門の施設・機械装備と運営に係る総費用とＴＭＲ１kg当
たり調製費を算出。

12 参加農家毎の総費用
参加農家毎にＴＭＲ原料と調製料の総額を整理。→農家の経営収
支計画へ

13 所有施設機械と資金償還計画
所有する施設機械の維持管理と資金償還計画の策定。
（施設機械の減価償却費分と資金返済のバランスの確認）

14 会社収支計画 会社の収支計画を策定。

表２ TMR センター設立計画の策定手順 

社員総会

代表取締役社長

取締役会 監 査 役外部ｱﾄﾊﾞｲｻﾞｰ

コントラ
クター部

資材購入
販売部

ＴＭＲ
部

ほ育育成
部

環境整備
部

総務部
技術指導

部
経理部

（１名）

（１名） （１名） （１名） （１名）（１名） （２名） （１名） （１名）

（２名）

３利用組合

民間会社

〔事務職員１名〕
ｾﾝﾀｰ長　１名

ｾﾝﾀｰ係長１名

ｾﾝﾀｰ職員４名

社員総会

代表取締役社長

取締役会 監 査 役外部ｱﾄﾊﾞｲｻﾞｰ

コントラ
クター部

資材購入
販売部

ＴＭＲ
部

ほ育育成
部

環境整備
部

総務部
技術指導

部
経理部

（１名）

（１名） （１名） （１名） （１名）（１名） （２名） （１名） （１名）

（２名）

３利用組合

民間会社

社員総会

代表取締役社長

取締役会 監 査 役外部ｱﾄﾊﾞｲｻﾞｰ

コントラ
クター部

資材購入
販売部

ＴＭＲ
部

ほ育育成
部

環境整備
部

総務部
技術指導

部
経理部

社員総会

代表取締役社長

取締役会 監 査 役外部ｱﾄﾊﾞｲｻﾞｰ

コントラ
クター部

資材購入
販売部

ＴＭＲ
部

ほ育育成
部

環境整備
部

総務部総務部
技術指導

部
技術指導

部
経理部経理部

（１名）

（１名） （１名） （１名） （１名）（１名） （２名） （１名） （１名）

（２名）

３利用組合

民間会社

〔事務職員１名〕
ｾﾝﾀｰ長　１名

ｾﾝﾀｰ係長１名

ｾﾝﾀｰ職員４名

図１ TMR センターの組織例 



根釧地域における極早生とうもろこしの無マルチ栽培
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はじめに

マルチ栽培が主流であった根釧地域でも近

年、無マルチ（以下「露地 ）栽培への期待が」

高まってきています。露地栽培は、マルチ栽培

に比べ資材費がかからず、省力的で、環境への

負荷も小さいですが、冷涼年に熟度不足となる

懸念があります。そのため、なるべく早生の品

種を使う必要があります。しかし、極早生品種

は個体が小さく、収量が少ないので、なるべく

多収で低コストな栽培法が求められます。

どのような栽培法がいいのでしょうか？

これは、とうもろこしを栽培しようとする畑

の立地条件や、酪農家さんの方針などによりま

。 、 、す マルチ栽培を含め 様々な栽培法の特徴と

選択方法を、表にまとめました(表1、表2)。

、 、狭畦露地栽培では 作業上のメリットとして

肥料等をブロードキャスタで全面散布しても、

畦間に落ちて無駄になる割合が少ないことがあ

げられます。播種は専用の不耕起タイプ播種機

を用います。

なお、いずれの栽培法でも障害型冷害を回避

するため、単植はせず、品種「ぱぴりか」を一

定の割合で混ぜるのがお奨めです。

狭畦露地栽培の特徴

狭畦露地栽培は、株間ではなく畦幅を狭くす

ることで、10,000本/10a程度を無理なく確保で

きる栽培法です。畦間56cm、株間18cm程度の狭

畦栽培は、特に高温な年（2007年）を除き慣行

畦間栽培（畦間75cm程度）より多収傾向で、倒

伏はやや少ない傾向です（表3、表4 。）

表2.　栽培法の選択場面
露地栽培

狭畦 ①冷涼年でも一定以上の収量を確保し、かつ
倒伏の発生を抑えたい場合

②基肥を全面全層に施用したい場合

慣行畦間 ①倒伏の発生が少ない圃場で作付ける場合

②気象条件や圃場条件が良好で、極早生以
外の品種を作付ける場合

マルチ栽培（費用や環境への影響を十分に考慮すること）
①一定の品質のとうもろこしサイレージが絶対
必要な場合
②沿海部や山麓部などの積算気温が低い圃
場で栽培する場合
③圃場面積に余裕がなく、最小限の面積で最
大限の収量を得たい場合

表4．栽培法別の倒伏個体率(%)
場所 品種名 2007

狭畦 慣行 狭畦 マルチ 慣行
場内 ぱぴりか 0 59 0 0 0

クウィス 0 0 0
現地A 39B29 65 0 -
現地B 39B29 0 - 17
注）「慣行」は慣行畦間を示す。
    2006年はほぼ全面倒伏だったのでﾃﾞｰﾀ割愛。

2005

表3．狭畦露地栽培の推定TDN収量（他栽培法に対する%）
慣行畦間露地対比

2006 2007 2005 2006 2007
百分比　　平均 85 88 121 121 94

最大 103 96 - 152 127
最小 79 81 - 92 77

場所・品種数(n) 7 9 1 4 11
注）同一場所・品種ごとの狭畦栽培と他の栽培法との比。
　　05年は温暖年、06年は温暖寡照年、07年は高温多照年。

マルチ対比

表1．各栽培法の特徴

栽培法 熟度 耐倒伏 所要 環境

安定性 性 収量性 熟度 時間 影響

露地栽培 狭畦 ＝ ＝～○ ○ △ ○ ＝

慣行畦間 ＝ ＝ ＝ ＝ ○ ＝

マルチ栽培 ◎ ◎ ◎ ◎ × ×

注）◎；特に良好、○；良好、＝；普通、△；やや劣る、×；劣る

　　マルチ栽培の熟度安定性は、極早生品種を用いた場合である。

　　所要時間は播種床造成＋播種作業で、少ないほど良好とした。

　　露地栽培ではﾃﾞｨｽｸｵｰﾌﾟﾅ型播種機の使用を前提とした。



障害型冷害の回避

根釧地域では、生育初期などの特定の時期の

低温により不稔が発生する、障害型冷害が起き

ることがあります。根釧農試で再現試験を行っ

たところ、品種「ぱぴりか」はこれに明らかに

、 。強く 供試した他の品種は弱いと考えられます

よって 「ぱぴりか」を用いた交互条播が、、

障害型冷害を回避するために有効な栽培法と考

えられます。交互条播総体の収量性は、各品種

を単植にした場合と同程度です（図1 。）

実際には 「ぱぴりか」の種子を一定の割合、

で混ぜるか、本試験のように1畦おき、または

少なくとも4畦に1畦条播するといいでしょう。

播種床造成法の簡略化

根釧の代表的な土壌である黒ボク土では、不

耕起タイプ播種機を使えば、草地跡および連作

畑のいずれにおいても、プラウ、ロータリハロ

ーともに省略できます（図2 。ただし、草地）

跡では、前植生をグリホサート系除草剤で完全

に枯らすことが前提です。

図１．交互条播および構成品種単植の推定TDN収量

図2.播種床造成法別の推定TDN収量

注)慣行法；堆肥→ﾌﾟﾗｳ→ﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ→ﾛｰﾀﾘﾊﾛｰ。

「慣行-ﾛｰﾀﾘ」はﾛｰﾀﾘﾊﾛｰの省略を、「春堆肥」は堆肥をﾌﾟ

ﾗｳ後に行ったことを示す。
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今回の試験では、草地跡でのディスクハロー

を2回施工としましたが、ルートマットが地表

に多く残った場合に、欠株の発生が認められま

した。このことから、草地跡ではルートマット

がなるべく地表に残らないよう、ディスクハロ

ーを3回以上かける必要があります。工法の選

択法を、以下のように整理しました（表5 。）

安定栽培地域区分の策定

根釧地域は、沿海部が特に冷涼であるなど地

区によって積算気温に大きな差があるため、栽

培を検討している圃場が、どれくらいの冷害リ

スクを抱えているのかを把握することが重要で

す。そこで、熟度と積算気温との関係を数式化

し、1kmメッシュでの「黄熟初期以降に達する

確率マップ」を作りました（図3 。このマッ）

プおよび関連する情報は、パソコンで閲覧でき

る形で、希望される方に配布しています。

図3．黄熟初期以降に達する確率マップ

注）播種期5/25、収穫期9/30とした場合

農環研清野が作成したﾃﾞｰﾀおよび

ｱﾒﾀﾞｽﾃﾞｰﾀのﾒｯｼｭ化ｼｽﾃﾑを用いた。

表5.　播種床造成工法の選択順

草地跡 ① 秋に除草剤→春にﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ×3以上→鎮圧

② 春に除草剤→春にﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ×3以上→鎮圧

③ ﾌﾟﾗｳ耕→ﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ×2→鎮圧

連作畑 ① 春にﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ×2→鎮圧

② 爪系作業機×1→ﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ×2→鎮圧

③ ﾌﾟﾗｳ耕→ﾃﾞｨｽｸﾊﾛｰ×2→鎮圧



 

 

 

２番草サイレージを活用した乳生産 

（泌乳牛用ＴＭＲにおけるチモシー２番草サイレージの栄養評価） 

乳牛飼養科 昆野 大次   

（E-mail：konnodai@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

牧草収量の約 4 割を占める 2 番草は、その栄

養価や乳生産性に関する情報が限られています。

生産現場では 1 番草刈取り後の施肥管理、2 番

草の刈取り時期やサイレージ調製条件が多岐に

わたっており、「嗜好性が悪い」、「栄養価が低い」

あるいは「腹持ちが悪い（ルーメン内の滞留時

間が短い）」などと評価されています。この低い

評価は経験に基づくことが多く、また 2 番草自

体の要因と草地管理や調製技術上の要因が混在

した評価であり、整理されていないのが現状で

す。 

そこで、本課題ではチモシー2 番草サイレー

ジの栄養特性および乳生産性に焦点を当てて検

討しました。 

 

２．技術内容と効果 

 チモシー1 番草サイレージを用いた TMR とチ

モシー2 番草サイレージを用いた TMR を比較し

ました（以下それぞれを「1 番草サイレージ」

と「2 番草サイレージ」と呼びます）。 

＜１番草と２番草サイレージの違いは？＞ 

2 番草サイレージ（再生期間 74 日（2nd 区）、

64 日ギ酸添加（2ndF 区））と 1 番草サイレージ

（出穂期、1st 区）とを比べると、DMI および

4%FCM に差はありませんでした。化学成分では 2

番草サイレージは、CP と NFC 含量が高く、NDF

含量が低いこと、消化率では NDF が低く、NFC

が高くなる特徴がみられました。2 番草サイレ

ージは、TDN が低く、CP が高く、MUN が高くな

りました（以上、表 1）。 

＜２番草サイレージの再生期間の違いによる影

響＞ 

再生期間 44 日の 2 番草サイレージ（2ndE 区）

では、NDF 消化率と TDN 含量が 1 番草サイレー

ジ（1st 区）と同等となりましたが、再生期間

63 日（2ndL 区）では、他 2 区と比べて、NDF 消

化率と TDN 含量が低下しました。 

2 番草サイレージは、その再生期間が長くな

表 1．チモシーサイレージの番草の違いが DMI 

4%FCM、MUN、消化率、TDN 含量に及ぼす影響 

試験処理 1st区 2nd区 2ndF区
粗濃比 50：50 50：50 50：50
牧草サイレージ概要

出穂期 74日 64日
添加剤 なし なし ギ酸

TMRの成分（%DM）
CP 15.8 17.1 17.6
NDF 38.7 35.3 32.0
NFC 34.4 35.7 38.3
TDN 75.0a 74.3ab 72.3b

DMI（kg/日） 21.4 21.9 21.6
4%FCM（kg/日） 34.5 35.2 34.6
MUN（mg/dl） 15.2b 18.0a 16.8ab

TMRの消化率（%）
CP 69.9 69.7 68.9
NDF 64.6A 59.8B 54.5C

NFC 91.2B 94.2A 93.8A

A,B,C：異文字間に有意差（P<0.01）
a,b：異文字間に有意差（P<0.05）
2ndF：ギ酸添加チモシー２番草サイレージ

生育ステージ
　　or再生期間
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ると NDF 消化率が低下し、TDN 含量も低下する

ことがわかりました（以上表 2）。 

 

＜２番草サイレージの給与割合を高めると？＞ 

2 番草サイレージの給与割合を 50%（2nd50%

区）から 60%（2nd60%区）に高めると DMI が低

下し、ルーメン内容液の A/P 比が上昇しました。

2 番草サイレージにも繊維の効果があることが

わかりました（以上、表 3）。 

 

＜２番草サイレージを用いた一乳期乳生産＞ 

再生期間 60 日程度の 2 番草サイレージ（2nd

区、粗濃比 50:50）の一乳期給与は、出穂期の 1

番草サイレージ（1st 区、粗濃比 50:50）と比較

して、乳生産性と繁殖性に有意な差は見られま

せんでした（以上、表 4）。 

＜まとめ＞ 

再生期間60日程度のチモシー2番草サイレー

ジを用いた粗濃比 50:50 の TMR は泌乳牛用飼料

として十分利用できることが分かりました。 

 

３．留意点 

①適正に調製された細切サイレージの利用を

前提とします。 

②2 番草の早刈りは、再生草の対応が必要とな

る可能性、あるいは植生悪化の可能性があり、

実施には十分な注意が必要です。 

表 2．チモシー2 番草サイレージの 

再生期間の違いが DMI、4%FCM 

消化率、TDN 含量に及ぼす影響 

試験処理 1st区 2ndE区 2ndL区
粗濃比 50：50 50：50 50：50
牧草サイレージ概要

出穂期 44日 63日
添加剤 なし なし なし

TMRの成分（%DM）
CP 16.2 16.5 15.6
NDF 37.3 36.4 37.6
NFC 35.1 35.1 35.6
TDN 74.6ab 75.1a 72.4b

DMI（kg/日） 21.7 21.5 20.5
4%FCM（kg/日） 28.6 28.8 27.0
TMRの消化率（%）

CP 72.3a 69.3b 70.0ab

NDF 59.7A 61.7A 54.3B

NFC 93.6 94.5 94.5
A,B：異文字間に有意差（P<0.01）
a,b：異文字間に有意差（P<0.05）

生育ステージ
　　or再生期間

表 3．チモシー2 番草サイレージの 

混合割合の違いが DMI、4%FCM、 

VFA 組成および TDN 充足率に及ぼす影響 

試験処理
1st

60％区
2nd

60％区
2nd

50％区
粗濃比 60：40 60：40 50：50
牧草サイレージ概要

出穂期

添加剤 なし

TMRの成分（%DM）
CP 16.4 17.0 16.8
NDF 41.1 40.1 35.0
NFC 31.4 31.5 37.5
TDN 75.1 68.0 71.7

DMI（kg/日） 17.9b 18.1b 18.9a

4%FCM（kg/日） 23.1 23.3 23.0
酢酸（mol%） 64.3 63.4 60.8
プロピオン酸（mol%） 19.6B 20.4B 22.7A

A/P比 3.3A 3.1A 2.7B

TDN充足率（%） 103.5a 92.7b 103.6a

a,b：異文字間に有意差（P<0.05）
A,B：異文字間に有意差（P<0.01）

生育ステージ

　　or再生期間 ---　60日　---

---　なし　---

表 4．一乳期飼養における 

  チモシーサイレージの番草の違いが 

  305 日泌乳成績と繁殖成績に及ぼす影響 

試験処理 1st区 2nd区
粗濃比 50：50 50：50
牧草サイレージ概要

出穂期 60日
添加剤 なし なし

DMI（kg/日 ） 21.3 22.1
4%FCM（kg/日） 31.1 33.6
305日成績

乳量 9,097 9,745
4％FCM 9,475 10,250
乳脂肪率（%） 4.29 4.35
乳蛋白質率（%） 3.46 3.38

繁殖成績

初回授精日数 79±22 72±19
初回授精受胎頭数 4/4 2/6
授精回数 1.0±0.0 1.8±0.8
空胎日数 79±22 102±26

DMIおよび4%FCMは305日間の平均値を示した。

生育ステージ
　　or再生期間



根釧地域におけるイタリアンライグラスを用いた雑草防除法

作物科 佐藤尚親

(E-mail:satonrck@agri.pref.hokkaido.jp)

 
研 究 成 果 根釧農試 酪農研究通信 

第１７号 2008 年 3 月 
TEL:0153(72)2004  FAX:0153(73)5329 

１．背景・ねらい

根室支庁管内ではさけ・ますの繁殖場所とな

っている河川が多く、草地整備事業等では除草

剤の使用を自粛しています。そのため、草地の

リードカナリーグラス（以下RCG 、シバムギ）

（以下QG 、ギシギシ類（以下Rx）等が優占し）

た草地では、草地更新しても数年でもとの雑草

優占草地に戻る場合があり、除草剤を使用しな

い雑草防除技術の開発が待たれていました。

２．技術内容と効果

ロータリハロー（以下RH）で15cm深の表層攪

拌を施し、イタリアンライグラス（以下IR）を

3.5～4.0kg/10a播種、その後、生育日数を1番

草50日、2番草30日、3番草45日程度で年3回採

草することにより雑草を除草剤無しで防除する

技術を開発しました。

１）リードカナリーグラスに対する防除効果

RCGが優占する草地に対して、上記の方法でI

R栽培をする場合、RH施工回数が多いほど、１

番草からRCG割合が低く、試験終了時の乾物根

重量が少いことが分かりました。また、IRを2

ヶ年栽培することで、RCGを極めて効果的に防

除できることが分かりました（図1、2 。IRを）

2ヶ年栽培した後の乾物根重量は、除草剤でRCG

を枯殺した後にIRを栽培した場合とほぼ同程度

でした（図2、写真1 。IRを本方法で2ヶ年栽）

培することで、除草剤を用いずにRCGを防除す

ることができます。

写真１ RCG優占草地におけるIR導入

試験終了後の0.5×0.5ｍの根量

左 ：前年秋にｸﾞﾘﾎｻｰﾄ処理し翌年IRを導入した区の根量

中央：春に無除草剤で表層攪拌してIRを導入し

年３回採草した区の根量

右 ：RCG地下茎量

図1 RH施工回数およびIR栽培年数が乾物中RCG割合に及ぼす影響
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２）シバムギに対する防除効果

QGが優占する草地に対して、上記の方法でIR栽

培をした場合も、RCGとほぼ同様の防除効果が

認められ、RH施工回数が4回以上の場合、１番

草からQG割合が低く、IRを2ヶ年栽培すること

で、QGを極めて効果的に防除できることが分か

りました（図3、4 。）

３）ギシギシに対する防除効果

Rxに対する防除効果は、実生発生のRxには効

果が認められます（図5 。しかし、IR栽培翌）

年にRHによる表層攪拌を用いてTYを播種した場

合（図5、2年目TY導入）は、Rxが実生や切根片

から再度発生し、競合が起きるので、土壌を表

面に出さない播種方法の検討が必要です。

４）その他

根釧地域において、IR主体草地の年間合計乾

物収量はおおむね900kg/10a（うちIRは732kg/

10a）程度です。IR主体草地の栄養成分レベル

図３ ＲＨ施工回数およびIR栽培年数が乾物中QG割合に及ぼす影響
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図４ ＱＧ優占区試験終了時の乾物根重量
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）
、 、は 日本標準飼料成分表の値に近いものですが

雑草割合により各成分値はばらつきます。

本方法の播種までの施工費用はおおよそ16万

円/ha程度と試算されます。

３．留意点

本技術は、根釧地域で除草剤を使用せずに雑

草を防除する技術として開発されました。根釧

地域以外での本技術の適応性については今後の

研究が待たれますが、IRがアカヒゲホソミドリ

カスミカメの発生源となるので稲作地帯での栽

培は避けて下さい。

また、IRを根釧地域で栽培する場合も自然下

種による野生化を防ぐため、開花期前に収穫し

て下さい。

使用する品種は北海道優良品種の「ビリオ

ン」または「マンモスＢ」です。

施肥の管理は当面、

チモシー草地の草地更

新時の基肥と採草地の

。追肥と同程度にします

本技術は特許出願中

（特願2007-030193）で

すので、自家施工以外

の場合は根釧農試にご

写真２ ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗｽの草姿相談下さい。

図５　ｷﾞｼｷﾞｼ優占圃場におけるIR栽培の効果および
表層攪拌TY導入によるギシギシ割合への影響
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放牧草地の施肥量は乳牛が食べた草の量と落としたふん尿の量で決まる 

（養分循環に基づく乳牛放牧草地の施肥対応） 

草地環境科  三枝 俊哉  

（E-mail：saigusa@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

 放牧草地における現行の北海道施肥標準は、

地域、土壌および草種構成に応じて設定されて

いますが、これらの施肥量には、放牧牛による

ふん尿還元が、十分には考慮されていません。

一方、すでに道北のペレニアルライグラス(PR)、

道東のチモシー(TY)を基幹とする集約放牧草地

では、現行よりも少ない施肥適量が提案されて

います。しかし、両草種とも北海道内の栽培適

地が限定されるので、道内全域に共通した放牧

草地における施肥の考え方は、未だ構築されて

いません。そこで本課題では、近年道内ほぼ全

域で利用可能であることが確認されたメドウフ

ェスク(MF)を供試し、これと TY、PR などとの比

較により、北海道内共通の考え方に基づく放牧

草地の標準施肥量を設定するとともに、土壌診

断委基づく施肥対応について検討しました。 

 

２．技術内容と効果 

１）標準施肥量 

(1)放牧草地では、牛の採食と排泄によって、草

地から肥料として有効な養分（肥料換算養分） 

 

 

 

 

 

が減少します。この減少分を施肥することで、

牧草生産性が維持されます。施肥量と肥料換算

養分減少量との差を養分収支とします（図 1）。 

 

(2)マメ科混播草地における窒素(N)の収支は、

平均-3～-4g/m2 でマイナスとなり、収奪傾向が

予想されます。しかし、終牧後土壌の培養 N 量

には、3 年間明瞭な変化がありません。これは

マメ科牧草の N 固定による効果であると考え、

その量を 3-4g/m2と見なしました（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)MF、TY、PR、OG の各々を基幹とする放牧草

地のべ 48 事例について、放牧による肥料換算養

分の減少量を求めると、基幹草種の違いと地域

間差には一定の傾向が認められず、年間被食量

との間に有意な相関関係を得ました（図 3）。 図1．放牧草地の養分循環に基づく施肥の考え方
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図２．放牧草地に対する窒素施肥量が牧区の窒素収支と
放牧後0-5cm土壌中培養窒素含量に及ぼす影響
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1) N収支＝N施肥量－放牧による肥料換算Nの減少量．
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(4)得られた回帰式を用い、年間被食量の水準別

に肥料換算養分の減少量を求め、これに基づい

て、放牧草地の年間施肥量を、道内全域各草種・

土壌共通に設定しました。本施肥量は代表値±

幅で示しました。初年目に代表値の施肥量で試

行し、草量の充足度と土壌診断の結果に応じて、

幅を目安に施肥量を調整し、次年度以降に草地

ごとの標準量を設定します（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）土壌診断に基づく施肥対応 

(1)カリの土壌診断基準値には、現行の土壌診断

基準値にふん尿還元分（当面土壌の種類によら

ず 6-7 g/m2）を上乗せするため、以下の式で算

出した値を用いることが適切です。 

放 牧 草 地 用 基準 値 (mg/100g)= 現 行 基 準 値

(mg/100g)＋ふん尿還元分(g/m2)÷仮比重×2 

(2)土壌診断に基づく施肥対応では、黒色火山性

土の有効態リン酸含量 100mg/100g 以上で無リ

ン酸、交換性カリ量 70mg/100g 以上で、無カリ

管理が可能です（図 4）。その他は、現行の施肥

対応に従います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．留意点 

1）初産以降の乳牛放牧専用草地における標準施

肥量として活用します。 

2）本施肥量は、併給飼料によって CP 摂取量を調

節する飼養管理と、小～中牧区輪換・昼間～昼

夜放牧の条件で設定しました。したがって、2-3時

間の時間制限放牧のように、採食量と排泄量の

比が大きく異なる放牧条件には適用できません。 

放
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年間被食量(g DM/m2)
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y = 0.0238x－3.20
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図3．年間の被食量と放牧による肥料換算
窒素減少量との関係
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N P2O5 K2O

g/m2 g/m2 g/m2 g/m2

平均-sd 356 5.3 2.2 4.4
平均2) 450 7.5 2.8 5.1
平均+sd 545 9.8 3.4 5.9

356～545 8  ± 2 3 ± 1 5 ± 1
目標被食量

g/m2 N P2O5 K2O

マメ科混生 43) ± 2 44) ± 1 5 ± 1
ｲﾈ科単一的 8   ± 2 44) ± 1 5 ± 1

標準年間施肥量 g/m2

放牧による肥料換算養分の年間減少量1)

400 ～ 600

マメ科率
区分

年間
被食量

表１．放牧による肥料換算養分の年間減少量に基づく標準施肥量の設定

1)年間被食量と肥料換算養分減少量との回帰式（図3）により算出した．
2)延べ48放牧草地の平均．
3)マメ科牧草からの窒素供給量を4g/m2と期待し、肥料換算窒素の減少量

8±2g/m2から差し引いた．マメ科率は、現行の北海道施肥標準の区分に準じ、

マメ科混生草地15-50%、イネ科単一草地15%未満を目安とする．
4)土壌診断基準値内では吸収量よりも多めのリン酸を施用する北海道採草地の
施肥標準に準拠し、肥料換算リン酸の減少量に1g/m2分を上積みした．

5)放牧条件は基幹草種ごとに設定されている条件に準拠する．

6)施肥配分は、早春、6月下旬、8月下旬の年3回均等分施を基本とし、基幹草
種ごとに設定されている分施法に準拠する．
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乳牛への直接給与生菌（ＤＦＭ）剤の給与効果 

（乳牛への直接給与生菌（ＤＦＭ）剤給与による粗飼料の利用効率向上効果） 

乳牛飼養科 昆野 大次  

（E-mail：konnodai@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

輸入濃厚飼料に依存せず、安全な牛乳を持続

的に生産するためには、自給粗飼料の品質を高

めるとともに、飼料を効率的に利用する必要が

あります。DFM（direct-fed microbial；直接給

与生菌）剤は有用微生物の働きによって飼料利

用効率の向上が期待されます。供試した DFM 剤

（BLCS ルナシータ DIBA、日本エメラル社）は、

メタン生成量の削減と繊維消化率の向上を目的

として開発された製剤です。そこで、北海道酪

農の主要な粗飼料であるチモシー主体牧草サイ

レージを用いた飼養条件において、本 DFM 剤添

加給与による粗飼料の利用効率向上効果につい

て検証しました。 

 

２．技術内容と効果 

＜乾乳牛における粗濃比 100：0 の飼料給与時の

DFM 剤給与効果＞ 粗濃比 100:0（乾乳牛）にお

ける DFM 剤給与（10、20g）により、ルーメン内

容液の総 VFA 濃度は増加し、A/P 比は低下しま

したが、メタン発生量に差はありませんでした。

また、DFM 剤給与により DM および NDF 消化率は

高くなり、その結果 TDN 含量は高くなる傾向が

みられました（以上、表 1）。 

＜泌乳牛における粗濃比 50：50 の飼料給与時の

DFM 剤給与効果＞ 粗濃比 50:50（TMR、泌乳牛）

における DFM 剤給与（5、10g）は、DMI、ルーメ

ン内容液性状、メタン発生量および消化率に影

表 2．粗濃比 50：50 における DFM 剤給与が DMI､ 

  4%FCM、ルーメン内容液性状、メタン発生量 

  および消化率に及ぼす影響 

DFM剤給与量 0g区 5g区 10g区
DMI（kg/日） 21.6 22.2 21.8
4%FCM（kg/日） 35.3 36.4 34.2
ルーメン内容液性状

5.3 5.6 5.5
65.6 66.1 66.1
18.7 18.4 18.3
3.5 3.6 3.6

メタン発生量
510 515 508
3.69 3.72 3.60
23.4 23.2 23.4
14.4 14.3 15.4

TMRの消化率（%）
72.5 72.9 72.4
63.4 64.5 63.5

TMRのTDN（%DM） 73.5 73.9 73.2
MBS：代謝体重（体重

0.75
）

NDF

L/日/MBS kg

L/日/4%FCM kg

DM

L/日/DMI kg

総VFA濃度

A/P比

L/日

酢酸（mol%）
プロピオン酸（mol%）

表 1．粗濃比 100：0 における DFM 剤給与が DMI､ 
  ルーメン内容液性状､メタン発生量および 
  消化率に及ぼす影響 

DFM剤給与量 0g区 10g区 20g区
DMI（kg/日） 11.2 11.7 11.2
ルーメン内容液性状

5.5ｂ 6.0a 6.2a

69.4 67.7 67.3
16.3 17.9 17.6
4.3a 3.8b 3.8b

メタン発生量
354 355 342
2.61 2.56 2.42
31.9 30.4 30.8

GSの消化率（%）

67.7b 72.2a 69.7ab

70.6b 76.0a 72.4b

GSのTDN（%DM） 67.9 70.7 68.4
a,b：異文字間に有意差（P<0.05）

MBS：代謝体重（体重
0.75

） , GS:牧草サイレージ

総VFA濃度

A/P比

L/日

酢酸（mol%）
プロピオン酸（mol%）

NDF

L/日/MBS kg
L/日/DMI kg

DM
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響しませんでした（表 2）。 

＜泌乳牛における粗濃比 65：35 の飼料給与時の

DFM 剤給与効果＞ 粗濃比 65:35（TMR、泌乳牛）

における DFM 剤給与（5g）により、DMI は増加、

プロピオン酸割合は高まり、A/P 比は低下、メ

タン発生量は増加の傾向を示しましたが、DMI

あるいは 4%FCM あたりのメタン発生量に差はな

く、NDF 消化率および TDN 含量は低下しました

（以上、表 3）。これらの結果は試験処理よりも

個体差による DMI の違いによる影響が大きいと

考えられました。 

 

 

＜泌乳牛における粗濃比 50：50 の飼料給与時の

DFM 剤給与量増加効果＞ 粗濃比 50:50（TMR、

泌乳牛）における DFM 剤給与（20、40g）により、

総 VFA 濃度は高くなりました。また、有意な差

は認められませんでしたが、プロピオン酸割合

は増加、A/P 比は低下の傾向を示しました。し

かし、メタン発生量および消化率に影響しませ

んでした（以上、表 4）。 

 

 

＜まとめ＞ 

粗飼料のみ給与した乾乳牛では、本DFM剤10g

給与で VFA の増加効果と NDF 消化率の向上が認

められました。粗濃比50:50の泌乳牛では本DFM

剤 20g 給与で VFA の増加効果は認められました

が、消化率の向上は確認できませんでした。 

また、本 DFM 剤給与によりルーメン内容液の

プロピオン酸割合は高く、A/P 比は低下する傾

向がみられましたが、メタン発生量を低減させ

る効果は確認できませんでした。 

 

３．留意点 

①本試験において、DFM 剤添加給与はトップド

レスで行ないました。 

②本製剤は「飼料の安全確認及び品質の改善に

関する法律」に基づき、届出済みの飼料です。 

表 4．粗濃比 50：50 における DFM 剤給与が DMI､ 

  4%FCM､ルーメン内容液性状、メタン発生量 

  および消化率に及ぼす影響 

DFM剤給与量 0g区 20g区 40g区
DMI（kg/日） 23.1 22.8 22.0
4%FCM（kg/日） 30.6 28.6 29.5
ルーメン内容液性状

8.8b 10.9a 10.0ab

64.8 64.6 64.7
18.2 18.9 18.9
3.7 3.5 3.5

メタン発生量
428 402 454
3.17 2.89 3.22
18.7 17.8 20.7
14.5 14.4 15.5

TMRの消化率（%）
76.6 77.2 76.0
65.0 65.7 64.2

TMRのTDN（%DM） 76.8 77.4 76.4
a,b：異文字間に有意差（P<0.05）

MBS：代謝体重（体重0.75）

総VFA濃度

A/P比

L/日

酢酸（mol%）
プロピオン酸（mol%）

NDF

L/日/MBS kg

L/日/4%FCM kg

DM

L/日/DMI kg

表 3．粗濃比 65：35 における DFM 剤給与が DMI､ 
  4%FCM､ルーメン内容液性状、メタン発生量 
  および消化率に及ぼす影響 

DFM剤給与量 0g区 5g区
DMI（kg/日） 17.7 20.4
4%FCM（kg/日） 22.5 24.0
ルーメン内容液性状

6.8 6.9
59.2 59.5
19.2 21.5
3.1 2.8

メタン発生量
426 480

3.45b 3.78a

24.2 23.6
18.8 19.8

TMRの消化率（%）

68.6A 66.7B

61.4A 57.6B

TMRのTDN（%DM） 67.2A 65.0B

A,B：異文字間に有意差（P<0.01）

a,b：異文字間に有意差（P<0.05）

MBS：代謝体重（体重
0.75

）

総VFA濃度

A/P比

L/日

酢酸（mol%）
プロピオン酸（mol%）

NDF

L/日/MBS kg

L/日/4%FCM kg

DM

L/日/DMI kg



介助分娩を低減させる分娩前の飼養管理方法

（乳牛における分娩前の飼養管理方法の改善による介助分娩の低減）

乳牛繁殖科 松井 義貴

(E-mail：matsuiys@agri.pref.hokkaido.jp)
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１．背景・ねらい

難産および介助分娩が繁殖成績を低下させる

ことをこれまで明らかにしてきました(根釧農

試、2004)。一方、推奨される分娩前の飼養管

理方法が分娩状況に及ぼす効果は実証されてい

ないため、介助分娩あるいは不要な介助で生じ

た難産が発生しています。

そこで、乾乳後期用飼料への移行時期および

分娩管理方法が介助分娩の低減に及ぼす効果を

明らかにするとともに、分娩前の糖蜜飼料給与

により介助分娩の低減を目指しました。

２．技術内容と効果

１）乾乳後期用飼料への移行時期の改善と分娩

介助基準の設定による介助分娩の低減効果

乾乳後期用飼料への移行時期を分娩予定２週

前から４週前に改善することで、初産牛の難産

発生率が32.3%から13.3%に減少しました(図

１)。また、二次破水発見後に胎子や産道に異

常がないことを確認し、初産牛で約３時間、経

産牛で約２時間の観察をしつつ、介助の必要性

を判断するなどの分娩介助基準(図２)の設定・

遵守により、初産牛では無介助分娩率が33.3%

　分娩難易度
　北海道酪農検定検査協会の基準に従い、分娩難
　易度1を無介助分娩、2以上を介助分娩、3以上を
　難産としました。

から56.3%に増加し、経産牛では無介助分娩率

が65.1%から77.2%に増加するとともに難産発生

率が11.1%から4.7%に減少しました。

  図1　乾乳後期用飼料への移行時期の改善および分娩
      介助基準の設定による分娩難易度別の頭数割合
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図２　根釧農試における分娩介助基準
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２）分娩前のボディコンディションスコアと分

娩状況および繁殖成績との関係

分娩介助基準設定以降に分娩した経産牛を分

娩予定4週前のボディコンディションスコア(BC

S)により2区分して分娩状況を調査しますと、B

CSが3.25以下の牛は、無介助分娩率が94.4%とB

CS3.5以上の牛の67.9%と比較して高い傾向があ

り 分娩後の繁殖成績もおおむね良好でした(表、

１)。したがって、介助分娩を低減するために

は乾乳期のBCSが3.5以上にならないように調整

することが必要です。

分娩前の糖蜜飼料給与による介助分娩の低３）

減効果

 表1 分娩4週前のBCSと分娩状況・繁殖成績等との関係

2.75～3.25 3.5～4.0

(3.01±0.181)) (3.64±0.17)
n=18 n=28

産次 2.8±0.9 4.0*±1.5
前産からの分娩間隔（日） 395±55 433±70

分娩難易度 1.1±0.2 1.4*±0.7
無介助分娩率 94.4%(17/18) 67.9%(19/28)

難産発生率 0%(0/18) 10.7%(3/28)

産子体重(kg) 47±5 47±5
母牛分娩後体重(kg) 660±67 751*±80
初回排卵日数　(n) 26±14　(13) 32±19　(15)
初回発情日数　(n) 57±19　(16) 72±34　(25)
初回授精日数　(n) 71±26　(16) 85±31　(25)

授精実施率 88.9%(16/18) 89.3%(25/28)
初回授精受胎率 31.3%(5/16) 32.0%(8/25)

空胎日数　(n) 106±39　(16) 129±60　(19)
授精回数　(n) 2.3±1.2　(16) 2.0±1.2　(19)

分娩後250日以内の累積妊娠率 100%(16/16) 82.6%(19/23)
分娩後250日以内の除籍率 11.1%(2/18) 17.9%(5/28)

1):平均値±標準偏差、*:有意差(P<0.05)

分娩4週前のBCS

牧草サイレージと濃厚飼料(乾物比80:20)の

混合飼料を給与されている経産牛に、分娩予定

１週前から分娩まで糖蜜飼料１日１kg(糖蜜350

g)をトップドレスで給与しました。これらを分

娩４週前のBCSにより２区分して分娩状況を調

査しますと、BCS3.5以上の経産牛における給与

区では無介助分娩率が93.8%と対照区64.3%と比

較して高い傾向を示しました(表２)。このこと

から、分娩前のBCSが3.5以上の経産牛では、分

娩前の糖蜜飼料給与により介助分娩が低減でき

ると考えられます。

介助分娩を低減させる分娩前の飼養管理方４）

法

①乾乳期のBCSが3.5以上にならないように調整

しましょう。

②初産牛における乾乳後期用飼料への移行は分

娩予定のおおむね4週前としましょう。

③図２のような分娩介助基準を設定し、それを

遵守しましょう。

④分娩前のBCSが3.5以上の経産牛には、分娩前

に糖蜜飼料を給与しましょう。

３．留意点

酪農場で介助分娩を低減させるために利用で

きます。

表2　経産牛に対する糖蜜飼料給与が分娩状況に及ぼす影響

(3.08±0.29
2)
) (3.00±0.20) (3.69±0.19) (3.71±0.19)

給与区 対照区 給与区 対照区

n=3 n=4 n=16 n=14

産次 2.3±0.6 2.5±1.0 3.9±2.0 3.7±1.4
分娩難易度 1.0±0 1.0±0 1.1±0.3 1.4±0.6

無介助分娩率 100%(3/3) 100%(4/4) 93.8%(15/16) 64.3%(9/14)

難産発生率 0%(0/3) 0%(0/4) 0%(0/16) 7.1%(1/14)

胎盤停滞発生率
1) 0%(0/3) 0%(0/4) 0%(0/12) 0%(0/12)

産子体重(kg) 47±6 46±1 46±4 49
*
±4

死産率 0%(0/3) 0%(0/4) 0%(0/16) 7.1%(1/14)
1):分娩誘起をしていない牛における発生率
2):平均値±標準偏差、*:給与区と対照区で有意差(P<0.05)

分娩予定4週前BCS 

2.75～3.25 3.5～4.0



酪農場における牛サルモネラ症の実態解明と発生防止対策

乳質生理科 平井綱雄

(E-mail:hiraitn@agri.pref.hokkaido.jp)
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１．背景・ねらい

牛サルモネラ症は、これまで主として子牛に

下痢・敗血症を引き起こす疾病として認識され

てきたが、1980年代以降搾乳牛での発生が報告

されるようになり、1994年には道内で100戸を

越す発生がみられた。その後、発生戸数は一時

減少したが、最近では再び増加傾向を示してい

る。搾乳牛で発生が増えた要因としては、病原

菌の病原性や牛の感受性の変化、高泌乳化・多

頭化に伴う飼養管理や施設の変化などが指摘さ

れているものの、解明は進んでいない状況にあ

る。サルモネラ発生農場ではその防除のための

経済的負担が大きいため、その発生防止技術の

確立が求められている。本研究では、酪農場に

おけるサルモネラ感染実態、発生と飼養管理の

関連について調査するとともに、牛および病原

菌側の要因を解明するため、性状の異なるルー

メン液中における分離時期の異なるサルモネラ

菌株（ネズミチフス菌）の増殖性について検討

した。

２．技術内容と効果

１）飼養環境および牛糞便からのサルモネラの

検出

Ａ町の過去に発生歴のある農場を含む酪農場

の牛舎環境材料および成牛の糞便材料からサル

モネラ（Sal）は分離されなかった（表１ 。）

また、同町の預託哺育農場に導入した子牛の

糞便からSalが分離されたのは、1,600頭中7頭

（0.44％）であり、ほとんどの子牛が陰性であ

った。これらのことから、調査対象とした酪農

場においてはSalは常在しておらず、外部から

Salを持ち込まない管理が重要と考えられた。

２）サルモネラ症発生農場における発症・保菌

状況と飼養管理の特徴

ＡおよびＢ町のSal発生農場と非発生農場を

比較したところ、発生農場は飼養頭数が有意に

、 。多く 飲水器の洗浄頻度が少ない傾向にあった

（ ）初発牛やSal陽性牛は泌乳前期牛 0～100日

に多く（表２、図１ 、泌乳前期牛に共通する）

要因がSal症の発症に関与していると考えられ

た。そして、発生農場で認められた泌乳初期牛

（ ） （ ）、31～60日 における乳蛋白質率の低下 表２

すなわち牛がエネルギー不足の状態にあること

が発症の一要因であると考えられた。

表１．飼養環境および成牛の糞便からのサルモネラの分離

材料 年次 戸数 検体数 分離陽性

H17 47 141 0

牛舎環境
1) H18 45 135 0

H19 46 138 0

成牛糞便
2) H18 6 359 0

1) 除糞装置終末部および飼槽・水槽（H17～19）、
   牛舎通路（H17～18）、産褥牛牛床（H19）
2) 2、5、7および11月の4回



表２．サルモネラ症発生農場の初発牛と乳成分の特徴

農場 町 発生年月  血清 菌分離率
2)

 型
1) ステ－ジ 分娩後日数 　　（％）

F A FS
4) 118 H16.9 ST 泌乳前期 10 1.5 20.0

F A FS 117 H17.9 ST 泌乳前期 27 4.2 60.0
H A FS 147 H16.8 ST 泌乳前期 1 45.3 29.4

R A FS 279 H16.8 ST 泌乳前期 26 1.7 13.6
S B FS 93 H17.10 ST 泌乳前期 14 3.3 50.0
T B つなぎ 84 H17.9 ST 泌乳前期 44 64.2 43.0
U B つなぎ 65 H17.10 ST 泌乳前期 85 5.9 50.0
Q A つなぎ 120 H16.8 ST 搾乳牛 ・ 8.1 60.0
G A FS 423 H17.5 ST 子牛 - 1.6 36.0
G A FS 441 H17.8 ST 子牛 - 0.2 64.0
J A FS 541 H18.9 ST 子牛 - 4.8 57.8
H A FS 145 H18.11 SD 子牛

5) - 0 0.0

1) ST：Salmonella  Typhimurium、SD：Salmonella  Dublin　　2)成牛の初回検査時
3) 分娩後31～60日目で2.8％未満の牛　　4) フリ－スト－ル　　5) 発症なし

乳蛋白質率低値牛3)

割合　(％）

　　　　　初発牛飼養
形態

成牛
頭数

泌乳ステージで分離率は有意に異なる（P＜0.01）

図１．サルモネラ発生農場における

乳期別の糞便からの分離率

３）ルーメン液中におけるサルモネラの増殖性

の検討

飼料給与条件が異なる牛のルーメン液を用

い、 . Typhimurium（ST）6株を39℃で6時間振S

盪培養したところ、ルーメン液のpH及び総VFA

濃度と生菌数の増減との間に高い相関が認めら

れた（図２ 。生菌数は16時間絶食後に得られ）

た高pH、低総VFA濃度のルーメン液中で最も増

加し、ルーメン内環境を同様の状態にする飼養

条件は、Sal症の発生要因となることが示唆さ

れた。また、平成5年および17年に分離された

ST7(DT104)およびST14は、昭和61年に分離され
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図２．ST生菌数の増減とルーメン液性状

との相関（6時間振盪培養）

たST3よりもルーメン液中で増殖しやすく、こ

の増殖性の違いが近年のSal症多発の一要因と

なっている可能性が示唆された。

４）酪農場における牛サルモネラ症発生防止

対策

以上の成績から、Sal症の発生防止のために

①Salの農場内持ち込みを防ぐ管理、②牛は、

への感染機会を減らす管理、③ルーメン機能を

正常に維持する飼養管理、すなわち採食量が制

限される管理の防止やルーメンアシドーシスを

と考えられる。防止する管理が重要

（本試験は道立畜試と共同で実施されたもので

ある ）。
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初乳の 63℃30 分殺菌の効果と利用法 

（63℃30 分の熱処理が初回初乳の抗体濃度と子牛への移行割合に与える影響） 

乳質生理科  高橋 雅信  

（E-mail：takahams@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

 病原細菌で汚染された初乳の利用によって、

子牛の下痢や牛群内の感染症が増長される危険

があります。大規模牧場での初乳のプール利用

が進む米国では、これを避けるために初乳用の

殺菌装置が開発・利用されています。 

そこで、米国から導入・販売されている粘度

が高い初乳にも対応可能な循環型殺菌装置を用

いて、乳の低温殺菌法である 63℃30 分加熱処理

で初回初乳を殺菌して、初回初乳に対する殺菌

効果と初乳中の IgG 濃度、さらには、子牛に対

する移行割合に与える影響を調査し、その利用

上の留意点を検討しました。 

 

２．技術内容と効果 

１）供試装置 

供試した装置は、初乳用付加部品を含む本体

（CALF GUARDIAN、GOODNATURE 社、米国）と貯

乳タンクから構成されていました。供試装置の 

   図１  初乳用殺菌装置の模式図 

最小の初乳処理量は 40 リットル／回ですが、タ

ンクの変更により増量が可能です。 

装置はポンプを用いて、タンク内に投入され

た初乳を、タンク底部から熱交換器を通して吸

引し、タンク内に吐出・循環しながら、加熱と

63℃30 分の温度保持を行います。また、加熱処

理終了後の初乳については、水道水を使用して

自動的に哺乳可能温度（40℃）まで品温を下げ

る機能を持っています。 

 

２）殺菌効果 

タンク内への初乳の乱暴な投入や配管の空気

抜きが不十分であった場合などでは、循環加熱

中にタンク内の初乳表面に泡立ちを生じる場合

がありました。 

タンク内の初乳表面に泡立ちが少ない状況 

では、99.9％以上の良好な殺菌効果が得られま

した。しかし、タンク内に激しい泡立ちを生じ、 

 

表１ タンク内の泡立ちと初乳殺菌効果 

  加熱処理後の残存率２） 

 泡立ち 

状況１） 

一般 

生菌 

大腸 

菌群 

黄色ブドウ 

球菌 

初乳 A 少 A A A 

初乳 B やや多 C A A 

初乳 C 少 A A A 

初乳 D 著しく多 C A B 

泡立ち状況１）；殺菌工程でのタンク内の初乳の泡立ち程

度 

残存率２）；Ａ:1／10000 以下、Ｂ：1／1000～1/10000、Ｃ：

1/100～1/1000、殺菌後対象菌が検出され

なかった場合はＡ 

研 究 成 果 
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表面が厚く泡で覆われた状態では殺菌効果がや

や低下しました（表１）。 

 

３）初乳の IgG 濃度への影響 

63℃30分加熱処理後の初乳中のIgG濃度の残

存割合は、70％～79％でその平均±標準偏差は

74±5％でした（表２）。 

表２ 63℃30 分加熱後の IgG 濃度の残存割合 

 初乳中 IgG 濃度（mg/ml）  

 殺菌前 殺菌後 残存割合（％） 

初乳 A 64.5 45.5 70 

初乳 B 50.1 35.2 70 

初乳 C 47.5 36.8 77 

初乳 D 31.6 24.9 79 

平均 48.4 35.6 74 

 

４）IgG の移行割合 

新生子牛に 63℃30 分加熱処理後の初乳を２

リットル×２回哺乳して IgG を 100ｇ以上摂取

させました。このとき、哺乳開始 24 時間後の血

清中 IgG 濃度の平均値±標準偏差は、12.7±

2.0mg／ml で IgG 摂取量の目安とされる 10mg／

ml を上回りました。また、IgG 移行割合は 35±

10％で既報の非加熱処理初乳で得られた 27.8

～34.2％（道畜試、平成 17 年度北海道普及推進

事項「黒毛和種牛の初乳成分と子牛への初乳給

与法」）と同程度でした（表３）。 

 

表３ 63℃30 分加熱初乳の子牛への抗体移行効果 

   給与開始 24 時間後 

 牛

No 

IgG 摂

取量(g) 

血清 IgG 濃

度（mg／ml） 

IgG 移行割合

（％） 

初乳 C 1 147 13.5 26.9 

2 147 11.5 27.9 

3 147 17.1 34.1 

4 147 11.2 23.9 

5 147 13.8 36.1 

初乳 D 6 100 11.2 27.5 

7 100 14.0 44.4 

8 100 12.8 51.3 

9 100 10.9 39.7 

10 100 10.9 29.7 

平均 12.7±2.0 34.2±8.8 

５）機器の管理 

装置の構造的要因の他、初乳の高い粘性のた

め、仕様書に従い加熱処理後の初乳をポンプで

排出すると、約５リットルの初乳が装置内に残

存しました。また、熱処理に伴い、熱交換部内

の加熱体表面には、アルカリ洗剤と酸性洗剤を

用いた通常の循環洗浄では除去できない汚れの

付着が生じました。装置の衛生状態を保つため、

洗浄前のすすぎを充分行うとともに、洗浄後に

熱交換部を毎回開放・点検し、汚れの付着があ

るときは、加熱体の表面をブラシにより手洗浄

する必要があります。 

 

以上のとおり、循環型熱処理装置による初回

初乳の 63℃30 分加熱処理は、表面に泡立ちが少

ない状況で 99.9％以上の殺菌効果がありまし

た。加熱処理により初乳中 IgG 量は 74±5％に

低下しましたが、新生子牛に対する IgG 移行割

合は 35±10％で既報の非熱処理初乳で得られ

た値と同程度でした。 

 

３．留意点 

◆63℃30 分殺菌した初乳の哺乳利用により、汚

染された初乳が原因となり発生・伝搬する感染

症の低減が期待できます。しかし、加熱処理に

より初乳中IgG濃度が70～80％に低下すること

を前提に利用する必要があります。 

◆初回哺乳は、IgG が吸収されやすい出生後６

時間以内に実施することが大切です。 

◆タンク内での泡立ちの防止のため、初乳の穏

やかな投入と稼働前の装置配管内の空気抜きに

務め、厚さ 1cm 以上の泡を生じた場合、63℃到

達前に泡を取り除くことが必要です。 

 



 

 

 

細断型ロールベーラで TMR を梱包して変敗を防止 

（細断型ロールベーラを利用した TMR の品質保持技術） 

酪農施設科 関口 建二  

（E-mail：sekiken@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

 サイレージを主体とする TMR は調製後に放置

すると、温度などの状況によって発熱や変敗が

生じ、飼料成分の損失や牛の採食量低下の要因

となります。TMR の調製から給餌までの時間が

短ければ大きな問題にはなりませんが、TMR 供

給センターでは TMR の一時的な貯留が必要とな

る場合があります。この対策のひとつとして考

えられるのが TMR から空気を除去し、密封する

方法です。そこで、高密度な成形と高気密な梱

包を特徴とする細断型ロールベーラを TMR の品

質保持方法として利用することを検討しました。 

 

２．技術内容と効果 

１）TMR の温度変化 

バラ状態で貯留すると 1～2 日経過後に明ら

かな温度上昇を示す TMR でも、細断型ロールベ

ーラによって梱包すると 4 週間の貯蔵期間中、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顕著な温度上昇は示しませんでした（図１）。 

貯留後の TMR ロールベールを開梱し、バラ状

態で放置した場合の温度上昇は、TMR 調製直後

からバラ状態で貯留した TMR に比べ上昇傾向が

緩やかなため、余裕を持って給餌作業を行えま

す。（図１）。 

 

２）TMR の成分 

細断型ロールベーラで梱包した TMR は貯留中

に酢酸含量や VBN が増加しましたが、pH の変化

は小さく、酪酸は生成しませんでした。酵母の

活性化や糸状菌発生など変敗の兆候は認められ

ず、大きな品質低下はありません（表 1）。 

ロールベール梱包による貯留後の TMR は当日

調製の TMR に対して、牛の「食いつき」は劣り

ますが、給餌時間全体の採食量に大きな差はあ

りません（図２）。 
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図１　TMRの温度推移（供試TMR　CS:GS:濃厚飼料　52:26:22）

計測はTMR内に埋設した温度ﾛｶﾞによる
ﾊﾞﾗ貯留は開放型容器(36L)で測定

測定時の平均気温はおよそ21℃

研 究 成 果 
根釧農試 酪農研究通信 
第１７号 2008 年 3 月 
TEL:0153(72)2004 FAX:0153(73)5329 



ロールベールで貯留 バラ状態で貯留 ロールで貯留後開梱
調査日 7/20 7/23 7/27 8/3 8/10 8/17 7/20 7/23 7/27 8/17 8/20 8/24

試験 3日後 7日後 14日後 21日後 28日後 試験 ﾊﾞﾗ貯留 ﾊﾞﾗ貯留 28日後 開梱後 開梱後
開始 開梱 開梱 開梱 開梱 開梱 開始 3日後 7日後 開梱 3日 7日

DM(%) 34.5 34.9 35.1 34.3 35.7 34.8 34.5 35.3 30.0 34.8 34.1 35.8
pH 4.9 5.1 4.9 4.7 4.8 4.9 4.9 6.5 5.7 4.9 4.9 6.3
VBN(mg/g) 0.31 0.29 0.37 0.42 0.45 0.49 0.31 0.07 0.23 0.49 0.49 0.31
乳酸(mg/g) 16.6 17.7 19.8 17.1 12.8 9.4 16.6 6.0 4.4 9.4 6.5 0.0
酢酸(mg/g) 4.5 4.8 6.7 8.7 10.4 12.3 4.5 2.1 7.2 12.3 14.9 6.4
ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝ酸(mg/g) 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 0.2 0.5 0.7 0.4 0.9 4.6
酪酸(mg/g) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.1 0.0 0.0 0.8
供試TMRはCS:GS:濃厚飼料 52:26:22    VBN, VFAは新鮮物中の値
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量
(k

g)

給餌当日調製したTMR(A)

ﾛｰﾙ貯留21日後のTMR(B)

採食開始

↓

　　　　　　　　　　　　　 供試頭数27頭の平均採食量

　　　　　　　　　　　　  　　A：22.1kg/頭　B：21.4kg/頭

TMR種類 比重 DM 乾物 損失

密度 割合

(%) (kg/m3) (%)

A 1stGS:濃厚飼料　50:50 708 0.68 38.1 260 0.8

1stGS:濃厚飼料　74:26 722 0.70 31.6 220 0.7

2ndGS:濃厚飼料　50:50 886 0.85 37.5 320 0.5

2ndGS　100% 932 0.90 21.9 197 0.5

CS:GS:濃厚飼料　52:26:22 830 0.80 34.5 276 0.7

B 1stGS:濃厚飼料　55:45 397 0.82 35.7 294
A:ﾗｯﾊﾟ一体型細断型ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗ(ﾛｰﾙ寸法Ø115X100cm)
B:細断型ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗ+自走式ﾗｯﾊﾟ(ﾛｰﾙ寸法Ø85X85cm)

ロール

重量

(kg/個)

全作業時間 3時間 56分 51秒

作業時間（待機時間を除く） 1時間 36分 42秒

ロールベール製作個数 28個

ロールベール１個あたりの作業時間 207秒

１時間当たりのロールベール製作個数 17.5個

使用トラクタ：JD6600(81kW)
供試機：ﾗｯﾊﾟ一体型細断型ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗ(ﾛｰﾙ寸法Ø115X100cm)

作業者数：3名（ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗ操作1名・ﾛｰﾙ移動1名・TMR供給1名）

表１ TMR 中成分の推移 

 

 

 

図２ 給与後の採食量の推移(2005/8/22) 

 

表２ TMR ロールベールの重量（平均値） 

 

 

表３ 細断型ロールベーラの作業時間 

 

 

 

３）細断型ロールベーラの作業性 

ラッパ一体型細断型ロールベーラで作製した

TMR ロールベールの重量は 708kg（DM38%）～

932kg（DM22%）で、乾物密度は概ね 200kg/m3以

上と高密度でした。成形梱包時のこぼれ落ちな

どの損失は少なく、現物重量で 0.5～0.8%とな

りました（表 2）。 

自走式ミキサーから電動コンベアによってラ

ッパ一体型細断型ロールベーラに TMR を供給す

る体系で作業時間を計測した結果、ロールベー

ル 1 個あたりの所要時間は約 200 秒で、１時間

当たり 17.5 個のロールベールを作製できます

（表 3）。 

 

３．留意点 

この技術は TMR センターなどにおいて、TMR

の配送や調製作業の効率化のため、調製後の

TMR を一時的に貯留・保管しなければならない

場合の品質劣化抑止技術として利用できます。 

作製した TMR ロールベールの貯留は直射日光

のあたる場所を避け、ラップフィルムの破損に

注意して下さい。また、TMR 貯留中の鳥獣害を

避けるため、貯留場所周辺環境の整備に努めて

下さい。 



処 CO2 牧草収穫 堆肥施用 炭素収支

吸収量 による による

理 （NEP) 炭素搬出 炭素搬入 （NBP)

2005年 2.67 3.57 0 -0.90

2006年 4.22 4.11 0 0.11

2007年 3.81 3.67 0 0.14

平均 3.57 3.78 0 -0.22

2005年 1.27 3.29 5.27 3.25

2006年 2.91 4.46 4.72 3.17

2007年 3.14 3.16 4.67 4.65

平均 2.44 3.64 4.89 3.69

1)各年は前年10月～当年9月を１年度とした

2)NBP＝NEP-収穫物搬出炭素量+堆肥搬入炭素量

年度

化
肥
区

堆
肥
区

道東の採草地における温室効果ガス発生量

（北海道東部の採草地における温室効果ガス発生量評価と低減の可能性）

草地環境科 有田 敬俊

（E-mail：aritatt@agri.pref.hokkaido.jp）

１．背景・ねらい

これまで実態が解明されていなかった北海道

東部の採草地における温室効果ガス発生量を明

らかにし、地球温暖化に与える影響を評価しま

した。また、温室効果ガスの１つである亜酸化

窒素（以下、N2O）について、窒素施肥法の改善

による発生量低減の可能性について検討しまし

た。

２．技術内容と効果

１）採草地における温室効果ガス発生量

二酸化炭素（以下、CO2）は、根釧農試で化学

肥料のみを施用する採草地と毎年晩秋に堆肥を

約 40t/ha 施用する採草地（化学肥料は堆肥中の

化学肥料換算養分量の差し引き分を施用）で 3

カ年測定しました（写真１）。ここで得られる

CO2 吸収量（以下、NEP）と牧草の収穫および堆

肥の施用による炭素の移動を併せて炭素収支

（以下、NBP）を求めました。

写真１ CO2観測器

その結果、化学肥料のみを施用する採草地で

は、NEP と牧草収穫による炭素搬出が均衡し、

NBP はほぼゼロとなりました。一方、堆肥を施

用する採草地は、化学肥料のみを施用する採草

地に比べ、牧草収穫による炭素搬出は同程度、

NEP は小さい値でした。しかし、堆肥施用によ

る炭素搬入により、NBP は正の値となりました。

以上のことから、堆肥を施用すると採草地に炭

素が蓄積することがわかりました（表１）。

表１ 採草地の炭素収支 （tC/ha/年）

メタンおよび N2O は、CO2を測定した採草地の

ほか、根釧農試内の異なる採草地および現地採

草地において、のべ 10 カ所で測定し、発生量を

求めました（写真２）。その結果、化学肥料のみ

を施用する採草地は、全調査地点において、メ

タンの微量な吸収と N2O の放出が認められまし

た。一方、堆肥を施用する採草地では、化学肥

料のみを施用する採草地に比べ、メタンの吸収

量に大きな差はないものの、N2O 発生量は大き

研 究 成 果
根釧農試 酪農研究通信
第１７号 2008 年 3 月
TEL:0153(72)2004 FAX:0153(73)5329
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図２ 窒素施肥法の改善によるN2O発生量および年間乾物収量への影響
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図１ 採草地の亜酸化窒素、メタン発生量

い値となりました（図１）。

次に、採草地の温室効果を NBP、メタン発生

量、N2O 発生量を用いて評価しました。評価に

は各ガスの温室効果へ与える効果の違いを考慮

した係数を乗じて求められる地球温暖化指数

（以下、GWP）を用いました。

その結果、化学肥料のみを施用する採草地は、

温室効果の促進または抑制に与える影響は小さ

いことが明らかになりました。一方、堆肥を施

用すると N2O 発生量は増えるものの、炭素蓄積

表２ 採草地の温室効果評価

写真２ N2O、メタンの採取風景

の効果が大きいので、最終的には温室効果は抑

制されると評価されました（表２）。

２）N2O 発生量低減の可能性

全体の窒素施肥量を変えずに早春施肥に施肥

配分の重点をおいた施肥法や硝酸化成抑制剤を

用いた窒素施肥法は、標準とした施用法に比べ、

N2O 発生量を低減させる傾向がありました（図

２上）。また、これらの処理による年間乾物収量

に与える影響は認められませんでした（図２下）。

この結果より、窒素施肥法の改善によって N2O

発生量が低減できる可能性が示唆されました。

３．留意点

◆この成果には、草地の更新から経年化過程

での評価および栽培管理・収穫・調製に係る温

室効果ガス評価は含まれていません。



図 1 緩衝帯の模式図 

図 3 表面流出を防止するための緩衝帯における 

  養分フロー(数字は草地から流入した養分を 

  100 とした割合(%)) 
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図 2 表面流出を削減する緩衝帯の浸入能と全窒素削

減率の関係 

 

 

 

緩衝帯による草地からの養分流出削減策 

草地環境科  酒井 治 

（E-mail：sakaiosm@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

 草地に隣接する緩衝帯は、融雪時の大量の養

分流出を防止できませんが、夏季の降雨時の養

分流出削減には効果を発揮することが知られて

います。そこで、緩衝帯の効果を①養分の表面

流出を削減する効果、②地下水の水質を改善す

る効果の２点について解析し、緩衝帯の設置に

よる草地からの養分流出削減策を根釧農試と寒

地土木研究所で検討しました（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．技術内容と効果 

１）養分の表面流出を削減する効果 

①緩衝帯に土砂やスラリーを混合した汚水を流

下させると、土砂や養分の削減率は植生の違い

とは無関係でした。しかし、水のしみ込みやす

さを示す浸入能（以下 Ib）の大きな緩衝帯ほど、

表面流出する水量を減少させ、土砂や養分の削

減率が高まりました（図 2）。 

②面積約 0.5ha の草地から表面流出水が系外に 

 

 

 

 

 

 

 

 

流出する場所に Ib が大きい緩衝帯(幅 5m、

Ib694mm/h)を設置すると、草地から表面流出す

る水量や窒素、リンなどの養分は、2～4 割程度

に減少しました（図 3）。この時、リンは土壌に

吸着される部分が多いと考えられ、地下浸透す

る量は流入量の 2%と非常に少なくなります。し

かし、窒素は吸着する部分も多いのですが、1

～2 割程度が地下浸透します（図 3）。このため、

地下水質を改善する緩衝帯と組みあわせること

が望ましいと考えられます。 
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図 4 河畔緩衝林帯における降雨後の日数と地下水

の硝酸態窒素濃度が低下する距離の関係 

(硝酸態窒素濃度低下距離は、地下水の硝酸態窒素濃

度を、流入時の 20％以下もしくは、0.1 mg/L 以下ま

で低下させるのに必要な距離。） 

表 1  緩衝帯の浸入能別の養分の表面流出削減率

(試算による) 

流出源の草地面積(ha)

(m×m) (m
2
) 10 500 10 500

1×5 5 0.2 11.2 0.1 5.6
5×5 25 1.1 42.9 0.6 25.0
10×5 50 2.2 65.9 1.1 42.9

表の数字は養分の表面流出削減率(%)
流出源の草地のIbは6mm/hとした。

緩衝
帯の
面積

緩衝帯の
幅×長さ 緩衝帯の浸入能 緩衝帯の浸入能

(Ib,mm/h） (Ib,mm/h）

0.5 1

     写真 1 緩衝帯のイメージ 

③林地のような Ib が大きい緩衝帯を設置する

方が単位面積当たりの表面流出削減率が大きく

小面積ですむため、Ib が小さい緩衝帯を広く設

置するより、土地利用上効果的であると試算さ

ます。また、養分の流出源になる草地面積が広

い場合など緩衝帯への流入水量が多くなる条件

では削減率が低下すると予想されます（表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）地下水の水質を改善する効果 

①表面流出水が地下浸透する場所に設置した地

下水位の高い河畔林（河畔緩衝林帯、図１）で

は、地下水が地中を斜面下方向に移動するに従

って、硝酸態窒素濃度が低下します。25m 程度

の緩衝林帯幅があれば、地下水の硝酸態窒素濃

度を、流入時の 20％以下もしくは、0.1 mg/L

以下まで低下させることができます（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②河畔緩衝林帯において地下水の硝酸態窒素濃

度を低下させる内訳は、降雨直後では地下水に

よる希釈が 1/4 で、残りが微生物による除去や

植物吸収等の生物的な除去によると推定されま

す。降雨から 5 日後では、低下割合の大部分が

生物的な除去によるものと推定されます。 

３）緩衝帯の設置位置 

①表面流出を防止する緩衝帯 

 幅が狭くても浸入能が大きい緩衝帯を、表面

流出水が明渠、河川など水系に直接流入する草

地の出口に設置することが適当と考えられます。 

②地下水質を改善する緩衝帯 

 25m 程度と広い幅の河畔林が必要なため、河

川の本流や大きな支流に設置することが適当と

考えられます。 

４）まとめ 

以上の結果から、土砂や養分の表面流出量を

削減するためには、草地から表面流出水が系外 

に流出する場所に浸入能の高い緩衝帯を設置し

て、表面流出水を地下浸透させることが有効で

す。この時、窒素の一部が地下浸透しますが、

これを削減するためには、河畔緩衝林帯を設置

して、希釈と生物的な除去によって地下水中の

硝酸態窒素濃度を低下させることが有効です。 

３．留意点 

◆ この成果は夏期間の試験結果によるもので 

す。根釧地域の融雪時は土壌が凍結していて地

下浸透が起きないため、緩衝帯による土砂・養

分の削減効果は期待できません。 
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根釧地域でのメドウフェスクを導入した集約放牧技術の経済評価 

（根釧型集約放牧モデルの策定と経済評価） 

経営科  山田 輝也 

(E-mail：yamadatr@agri.pref.hokkaido.jp) 

 
１．背景・ねらい 

 チモシー（以下、TY）を基幹草種とした放牧

地では秋の草量確保が問題となっていることか

ら、耐寒性に比較的優れ秋の草量が多いメドウ

フェスク（以下、MF）の併用を前提に、放牧地

管理経費を評価し、根釧地域における集約放牧

モデルの策定を行いました。 

 

２．技術内容と効果 

１）放牧農家の特徴 

放牧農家の調査では、放牧に期待する役割と

して、「良質低コストな自給飼料の確保」（7 戸）、

「乳牛の蹄病等の疾病軽減による健康維持、発

情発見率の向上による繁殖性の改善」（4 戸）が

挙げられています。小牧区の集約放牧農家では、

搾乳牛 1 頭あたり放牧地面積は 0.32～0.44ha

表2 放牧地に係わる年間の草地利用と年間草地管理経費（搾乳牛50頭）
【チモシーを基幹草種とした放牧管理】

(ha) (牧区) (ha) (ha) (牧区) (ha) (千円)

Ａ 放牧地ＴＹ 1.25 11 13.8 放牧地ＴＹ 1.25 11 13.8 998
Ｂ 更新用ＴＹ 1.25 2 2.5 放牧地ＴＹ 1.25 2 2.5 660
Ｃ 兼用地ＴＹ 1.25 3 3.8 60

計 13 16.3 16 20.0 1,718
更新率 15.4 （％） 更新期間 6.5 （年） 搾乳牛１頭当放牧地面積 0.36

【メドウフェスクを基幹草種とした放牧管理】

(ha) (牧区) (ha) (ha) (牧区) (ha) (千円)

Ａ 放牧地ＭＦ 1.25 11 13.8 放牧地ＭＦ 1.25 11 13.8 998
Ｂ 更新用ＭＦ 1.25 1 1.3 放牧地ＭＦ 1.25 1 1.3 353
Ｃ 兼用地ＴＹ 1.42 2 2.8 46

計 12 15.0 14 17.8 1,397
更新率 8.3 （％） 更新期間 12.0 （年） 搾乳牛１頭当放牧地面積 0.33

注１）年間草地管理経費には、牧柵修理費は含まず。作業全てコントラクターに委託したとして試算した。
注２）更新用放牧地は春更新であり、放牧地としての利用は8月以降とした。
　　　草種による更新用牧区数の違いは永続性であり、8～10月の牧区数の違いは草量である。

放牧期間
(5～7月)

１牧区
面積

牧区数
放牧地
面積

放牧期間
(8～10月)

１牧区
面積

牧区数
放牧地
面積

年間草地
管理経費

放牧期間
(5～7月)

１牧区
面積

牧区数
放牧地
面積

放牧期間
(8～10月)

１牧区
面積

牧区数
放牧地
面積

年間草地
管理経費

表１　多様な放牧農家の特徴
放牧

放牧導入経緯 役割 経産 搾乳 計 採草 放牧 兼用 乾育 放牧率
(人) (頭) (頭) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (％) (ha/頭) (ha/頭) (個) (個)

Ａ 既存放牧 Ａ 小牧区 昼夜 2 68 58 60.2 32.2 16.0 6.0 6.0 41.5 0.89 0.32 17 18
Ｂ 既存放牧（中→小） Ａ 小牧区 昼夜 2 35 30 52.1 36.4 7.2 8.5 4.0 22.0 1.49 0.38 10 14
Ｃ 新規就農（中→小） Ａ 小牧区 昼夜 2 46 40 50.5 30.0 14.5 6.0 34.7 1.10 0.44 11 8
Ｄ 既存放牧 Ａ、Ｂ 中牧区 昼夜 2 115 99 85.0 60.0 15.0 10.0 23.5 0.74 0.20 4 7
Ｅ 新規就農 Ａ 中牧区 昼夜 2 80 69 60.0 12.0 40.0 8.0 73.3 0.75 0.64 3 4
F 新規就農（舎→固） Ｂ 固定牧 昼夜 2 45 39 50.0 45.0 5.0 10.0 1.11 0.13 1 1
G 放牧再開（舎→固） Ａ 固定牧 昼夜 2 45 39 50.0 38.0 12.0 24.0 1.11 0.31 1 1
H 放牧再開（パ→固） Ａ 固定牧 日中 2 65 56 65.0 57.0 8.0 12.3 1.00 0.14 3 3
I 放牧再開（舎→固） Ｂ 固定牧 日中 2 90 77 71.0 65.0 6.0 8.5 0.79 0.08 1 1
J 放牧再開（舎→固） Ｂ 固定牧 日中 2 120 103 70.0 64.0 6.0 8.6 0.58 0.06 1 1

注１）放牧の役割のＡは良質低コスト飼料の確保、Ｂは乳牛の健康維持または繁殖改善。 注４）牧区数１は１番草収穫前、牧区数２は１番草収穫後。
注２）搾乳牛頭数＝経産牛×0．86とした。 注５）放牧導入経緯における略記は、「中」は中牧区、「小」は小牧区
注３）放牧率＝（放牧地＋兼用地×0.5＋乾乳・育成用放牧地）÷草地面積とした。 　　　「舎」は舎飼、「固」は固定牧、「パ」はパドック。

牧区
数２

放牧
時間

草地
/経産

放牧
/搾乳

放牧
形態

牧区
数１

農家
No

労働
力

草地面積飼養頭数
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であり、10～17 の牧区数を設定しており、経産

牛1頭あたり草地面積は0.89～1.49haです。（表

1） 

２）メドウフェスクの経済的有利性 

搾乳牛 50 頭に対する放牧地について、基幹草

種を MF と TY として必要牧区数と年間草地管理

経費を試算すると、MF のほうが、必要牧区数で

は 5～7 月で 1 牧区少なく、8～10 月で 3 牧区少

ないため、搾乳牛 1 頭あたり放牧地面積は

0.03ha 少なくなります。また、年間草地管理経

費では 321 千円少なくなります（表 2）。MF のほ

うが、秋の草量が多く、永続性が高いので、更

新用牧区数が少なくて済むことにより、年間草

地管理経費が少なくなります。 

３）メドウフェスクを導入した集約放牧モデル 

MF を放牧地の基幹草種として、サイレージ給

与と育成牛への給与も考慮した草地面積を組み

込み、経産牛頭数規模別の放牧モデルを策定す

ると、牧区数は牧草の再生能力により決まるこ

とから放牧専用地は 12 牧区、兼用地は 2 牧区が

必要となり、経産牛 1 頭あたり草地面積は

1.12ha、同年間草地管理経費は 151 千円となり

ます（表 3）。 

４）メドウフェスク放牧への転換方法 

MF を簡易追播による植生更新（2 回播種）で

地下茎型イネ科草優占放牧地へ導入することが

可能であることから、その際の費用は MF の放牧

地完全更新の半分以下となります（表 4）。この

ように、MF 簡易追播による植生更新（2 回播種）

は、放牧地を休ませないで低コストにできるこ

とから、特に MF を基幹草種とした放牧地へ転換

を図る初期段階において有効です。 

表4 メドウフェスク簡易追播による植生更新（2回）に
　　　かかる費用と放牧地完全更新費用の比較
項目 簡易更新（2回） 放牧地完全更新
資材費 （千円） 99.7 160.6
作業費 （千円） 22.6 121.8
計 122.3 282.4
注）簡易更新は1年1回ずつ2年間行い、資材費は種子代のみで
の対応である  

 

３．留意点 

１）根釧地域でメドウフェスクを基幹放牧草種

とする場合に活用できます。 

２）モデル作成に使用した計算シートは、根釧

農試に問い合わせてください。 

３）技術試験については、「夏以降も良く伸びる

メドウフェスクの放牧利用」（根釧農試 酪農研

究通信 第 16 号）を参照ください。 

 

表3 経産牛頭数規模別のメドウフェスクを導入した集約放牧モデル
経産牛頭数規模 単位
総頭数 頭 61.9 77.3 92.8
搾乳牛頭数 頭 33.8 42.3 50.8
乾乳牛頭数 頭 6.2 7.7 9.2
育成牛頭数 頭 21.9 27.3 32.8

草地面積 ha 44.9 56.2 67.5
放牧専用地（MF）面積 ha 10.1 12.7 15.2
牧区数と1牧区面積 ha/牧区 12牧区 0.85 12牧区 1.06 12牧区 1.27

兼用地（TY）面積 ha 1.9 2.4 2.9
牧区数と1牧区面積 ha/牧区 2牧区 1.0 2牧区 1.2 2牧区 1.5

採草地（TY）面積 ha 32.9 41.1 49.4
経産牛1頭当たり草地面積 ha/頭 1.12 同左 同左
成換1頭当たり草地面積 ha/頭 0.88 同左 同左

草地維持管理費（計） 千円 6,023 7,530 9,038
放牧地 千円 944 1,182 1,419
採草地 千円 5,079 6,349 7,619
放牧地1ha当たり(計) 千円/ha 85 同左 同左
採草地1ha当たり(計) 千円/ha 150 同左 同左
経産牛1頭当たり（計） 千円/頭 151 同左 同左
成換1頭当たり（計） 千円/頭 118 同左 同左

注）年間草地管理経費には、草地更新費用を含み、作業全てコントラクターに委託したとして試算した。

40頭規模 50頭規模 60頭規模



 

 

 

オペレータ増員によるロールベールサイレージ収穫・調製期間短縮の効果

と支援方策 

（ロールベールサイレージ主体の酪農地域における収穫作業効率化のための労働支援のあり方） 

技術体系化チーム 

（E-mail:spkonsen@agri.pref.hokkaido.jp） 

 

１．背景・ねらい 

ロールベールサイレージ（以下、RBS）体系が

主体のＡ町では、収穫オペレータ人数が少ない

なかで大面積の収穫が行われ、さらに、厳しい

気象条件も伴い、1 番草収穫作業が長期化して

います。そこで労働力不足を改善するためのオ

ペレータ増員がもたらす牧草収穫・調製期間短

縮の効果を明らかにするとともに、ＪＡを核と

したオペレータ利用システム案を提示します。 

２．技術内容と効果 

(1)RBS 体系では、1 番草収穫期間が 30 日間を超

える経営が 20％以上を占め、収穫オペレータ数

が増えると、同じ面積を短期に終えることがで

ていました（図 1）。 

(2)経営実態からRBS体系の1番草収穫期間が平

均 13 日間の短期群と 29 日間の長期群を比較し

た結果、両者とも牛舎作業の労働時間は配偶者

の方が長く、短期群では経営主・配偶者の長時

間労働の期間が短くて済んでいました。短期群

では個体乳量が明らかに高く、分娩間隔と初産

分娩月齢の繁殖成績も良好で、収益（乳代－飼

料費）も高くなっていました（表 1）。その要

因の一つとして自給飼料品質の向上と発情監視

等牛群管理時間の十分な確保にあると推定しま

した。 

(3)経産牛70頭、収穫面積55haの経営において、

チモシー草地で出穂始に収穫を開始する条件で、

収穫期間を 29 日から 13 日へ短縮することによ

る産乳性への影響を試算した結果、TDN 含量
注１）ｱﾝｹｰﾄ調査、聞き取り調査による
注２）△の○囲みの経営では、作業機を2台ずつ、3人で収穫専任で作業する

図１　オペレータ数別の収穫面積と収穫期間日数
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収穫期間日数 (日) 13 29

収穫面積 (ha) 53 58

成換頭数 (頭) 110 109

経産牛頭数 (頭) 71 84

成換1頭当たり収穫面積 (ha/頭) 0.51 0.59

労働時間 1日あたり のべ 1日あたり のべ

経営主 計 (時間) 14.3 178.6 13.7 393.7

収穫作業 (時間) 9.0 105.2 9.3 271.6

牛舎作業 (時間) 5.3 73.4 4.3 122.1

配偶者 計 (時間) 8.5 104.7 7.8 228.3

牛舎作業 (時間) 7.2 85.5 6.4 187.6

個体乳量 (kg/頭) 9,180＊ ± 968 7,545 ±1,112

分娩間隔 (日) 420 ±12.0 433 ±22.9

初回受精日数 (日) 75 ±20.8 90 ±24.0

初産分娩月齢 (月) 24.6＊ ±1.0 26.4 ±2.3

成牛換算飼料費 (千円/頭) 154 ±28 126 ±41

乳代－飼料費 (千円/頭) 489＊ ±53 402 ±53

注１）個体乳量、繁殖成績は乳検資料、飼料費は組勘資料、その他はｱﾝｹｰﾄ調査による

注２）平均値±標準偏差、*は有意差有り（P<0.05）

表１　収穫期間別の労働時間と繁殖成績

短期収穫（7戸） 長期収穫（9戸）

15日以内 20日以上

研 究 成 果 
根釧農試 酪農研究通信 
第１７号 2008 年 3 月 
TEL:0153(72)2004 FAX:0153(73)5329 



60％以上の粗飼料が多く確保できることにより

産乳量で 12t 増加、濃厚飼料で 4t 削減の改善効

果が見込まれました（表２）。 

(4)Ａ町の RBS 収穫体系農家に対する労働支援

のあり方について検討を行いました。地元企業

は許可取得や経費発生による利用料金の上昇が、

人材派遣会社は希望人材の提供が可能かどうか

懸念されます。ＪＡは職業紹介責任者講習会受

講と無料職業紹介事業の届出が必要となります

が、利用料金、事務手続きの簡素化等、農家が

利用しやすいシステムの構築ができます（表３）。 

(5)Ａ町の課題改善方策の 1 つとして、ＪＡオペ

レータ利用システムを提案しました。このシス

テムの役割と機能により想定されるメリットに

ついて図示しました（図２）。この提案により、

ＪＡにおいてその必要性の理解から支援システ

ムの検討が始まりました。 

３．留意点 

 ロールベールサイレージ収穫体系主体の地域

に対して、オペレータ支援体制構築とその運営

に活用できます。

 

方 式 メ リッ ト デ メ リ ッ ト
JＡ
（無 料 職
業 紹 介 方
式 ）

① 利 用 料 金 の 明 確 化
② 中 間 マ ー ジ ン が 発 生 しな
い た め 低 料 金 化
③ 農 家 は 契 約 及 び 雇 用 関
係 の 事 務 の 簡 素 化
④ ＪＡ に よる オ ペ レ ー タ 希 望
者 の 把 握 か ら 技 術 講 習 会
の 開 催 が 可 能
⑤ 人 材 確 保 時 の 人 材 情 報
が 豊 富

① ＪＡ は 職 業 紹 介 責 任 者 の
設 置
② ＪＡ は 無 料 職 業 紹 介 事 業
の 届 出
③ 農 家 は 雇 用 者 責 任 と 労
働 管 理 の 発 生

地 元 企 業
（人 材 派
遣 方 式 ）

① 会 社 は 新 た な 事 業 展 開 ① 会 社 は 法 に 基 づ く 許 可 の
取 得
② 労 働 派 遣 事 業 に 伴 う免
許 税 ・手 数 料 の 発 生
③ 収 穫 オ ペ レ ー タ 以 外 の 業
務 の 開 拓
④ 農 家 は 労 働 管 理 の 発 生

人 材 派 遣
会 社 利 用

① 入 札 等 に よ り 料 金 の 平 準
化 が 可 能

① 地 元 に 人 材 派 遣 会 社 が
な い
② 希 望 に 対 して 人 材 の 供
給 が 可 能 か （不 安 ）
③ 農 家 は 会 社 と直 接 契 約
（契 約 事 務 の 発 生 ）
④ 農 家 は 労 働 管 理 の 発 生

地 元 企 業
（請 負 契
約 方 式 ）

① 機 械 作 業 に 慣 れ た 人 材
が 確 保 さ れ て い る
② 会 社 は 雇 用 者 の 労 働 の
確 保
③ 農 家 は 収 穫 作 業 の 一 部 ・
全 部 の 分 業 化
④ 農 家 は 雇 用 者 責 任 が 発
生 しな い

① 建 設 関 係 の 作 業 ピ ー ク 時
期 と 収 穫 時 期 の 競 合
② 会 社 は 収 穫 機 械 の 装 備
か リー ス 等 に よ る確 保
③ 会 社 は 収 穫 オ ペ レ ー タ に
対 す る 作 業 講 習 の 実 施
④ 農 家 は 契 約 事 務 の 発 生
⑤ 農 家 は 気 象 変 化 に よ る 負
担 の 増 加
⑥ 注 文 主 と労 働 者 に 指 揮
命 令 関 係 の 発 生 の 危 険 性

表 3　収 穫 支 援 方 式 別 の メ リ ッ ト 、 デ メ リ ッ ト

 

農家

ＪＡオペレータ
利用システム

人材募集・確保・紹介

利用料金目安設定

事務管理支援

技術研修の実施

契約期間の調整

コントラ化

料金格差の是正

契約事務の簡素化

利用のしやすさ

安心して利用

作業の分業化

技術者確保

就労の場の確保

地域人材の活用

後継者人材確保

技術力向上

農家側のメリット
オペレータのメリット

安定収入

地域のメリット

農家
農家

農家

農家

求人希望者 求職希望者

④紹介

①求人希望
②

求
人

募
集

③
求

職
希

望

⑤契約農家

求職希望者

季節労働者

農家ＯＢ

新規就農参入予定者

図2 ＪＡオペレータ利用システムの役割とメリット

原料草の 乾物
１）

年間給与
２）

試算
２） 濃厚 乾物

１）
年間給与

２）
試算

２） 濃厚 試算 濃厚
用途別 ＴＤＮ含量 収量　 可能頭数　 産乳量 飼料 収量　 可能頭数　 産乳量 飼料 産乳量 飼料

（ｔ） （ｔ） （％） (頭) （ｔ） （ｔ） （ｔ） （ｔ） （％） (頭) （ｔ） （ｔ） （ｔ） （ｔ）

経産牛用 60％以上 171 105 61.1 47 383 168 260 160 61.4 70 579 249
60％未満 80 48 59.1 23 184 85

計 252 152 60.4 70 567 253 260 160 61.4 70 579 249 12 -4
育成牛用他 146 84 57.7 79 48 60.3

総計 398 339

注３）改善効果は13日間収穫と29日間収穫の差。

注２）体重680㎏、乳脂率4.0％とし、要求量と成分値は日本飼養標準(2006)を用い、年間給与可能頭数がNDF含量より求めた乾物摂取量から、試算産乳量が自給粗飼料のTDN含量か
ら試算した。

表2　収穫期間による乾物収量、TDN収量及び産乳量の試算　　（採草地55ha、経産牛70頭）

注１）収穫時期による乾物収量(y)及びTDN含量(yt)は、出穂始からの日数(x)との関係により、ｙ=-0.30x２+21.1x+500.7及び ｙｔ=-0.2x+62.0から求めた。

ＴＤＮ
1)

ＴＤＮ
1)

【改善】13日間収穫【現状】29日間収穫 改善効果
３）



とうもろこし（サイレージ用）の新しい品種

作物科 林 拓

(E-mail:thayashi@agri.pref.hokkaido.jp)

平成19年度に北海道優良品種として認めら

、 。れ 根釧地域で利用可能な品種をご紹介します

とうもろこし「クウィス」

ドイツの種苗会社が育成し、ホクレンが導入

したRM73日相当（極早生）の品種です。

根釧地域でマルチ無しでとうもろこしを栽培

するには （かなりの冷涼地など栽培そのもの、

が難しい場所でないことを前提とします ）熟。

期がなるべく早い品種を使うことが重要です。

「クウィス」は「エマ」と比較して、収穫時

の熟度はやや進み、雌穂の乾物率は高いのが大

きな利点です（図１ 。つまり、熟期は相当早）

いといえます。

収量は「エマ」より多く、極早生品種として

は良好な収量性を備えています（図２ 。）

図１．収穫時の雌穂の乾物率(%)

※根釧農試場内（以下同じ）

図２．推定ＴＤＮ収量の「エマ」比

（「エマ」を100とした指数）
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倒伏は「エマ」と同程度ですが、すす紋病に

は強いと言えます（表１ 。）

草姿は、アップライト（立ち型）で、稈長は

長いです（写真１ 。）

写真１. 「クウィス」の草姿

写真２. 「クウィス」の雌穂

表１.　倒伏個体率とすす紋病罹病程度（試験年次の平均）

倒伏(%)

農試圃場 北農研

クウィス 28.5 2.4 4.0

エマ 30.4 3.8 6.0

注）倒伏個体率には折損を含む。

　　すす紋病；「農試圃場」は自然発生、「北農研」は人工発生。

すす紋病(1-9甚)
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平成１９年度の主な行事

《 試験場公開デー 》
酪 農 や 試 験 場 の 仕 事 を 地 域 の 皆 さ ん

に広く理解していただくため、4 年前

から公開デーを開催しています。第 4

回目の今年は、子供さんや大人向けの

い ろ い ろ な 体 験 ･ 相 談 コ ー ナ ー に 加

え、哺乳体験や牛舎内の搾乳風景を見

学するバスツアーなどを行い、約 4 1 4

名の来場者でにぎわいました。

(写真右・下）

《 酪農フォーラム 》
根釧酪農の将来を拓くため、生産技

術、農業政策など各界から招いた講

師を中心に地域の関係者と意見交換

をする場として不定期に開催してい

ます。その内容は今後の試験研究や

技術開発に反映させることを目指し

ています。

第 19回（平成 19年 11月 1日）

「草地地帯だからこそひらける酪農のこれから」

世界的な農業情勢の変化による配合飼料高騰に対応す

る、根釧酪農の展開方向について農林水産省課長補佐浅

沼達也氏と(財)北海道地域農業研究所常務理事黒澤不

二男氏に講演していただきました。両氏とも根釧酪農の

基盤である自給飼料に立脚し、酪農支援システムの推進

など自給飼料のさらなる利活用の必要性を述べられま

した。（写真右）

(バターづくり体験。べつかい乳業興社さんの指導で、

みんな一生懸命、振っています。バターたっぷりクッ

キー作り体験。今年はトッピングもあって、大盛況で

した。)

（新企画の哺乳体験コーナー。行列ができました。）

（今年も売り切れでした！別海高校、中標津農高、

農村女性ネットワークあらかるとの皆さんです。）



《 酪農講座 》
根 釧 地 域 の 技 術 的 問 題 を 根 釧 農 業

試験場と地元生産者、農業関係機関

が直接話し合い、解決の方向を探っ

ています。本年は 10 月 30 日と２月

29 日に標津町で、それぞれ「草地の

簡易更新について」と「根釧地域に

おけるとうもろこし栽培について」

をテーマに意見交換を行いました。

(写真右・下)

《 快適牛舎研究会 》
「人と牛に快適な牛舎」について、関

係業者、農協、普及センター、農業

試験場が一緒に考える研究会を開催

しています。これまで 18 回の開催で

約 45 0 名が参加し、本年はフリース

トール牛床設計の留意点、既存牛舎

の牛床評価方法などについて意見交

換や研究成果の紹介をしました｡

（写真右・下） (サイドパーティション（隔柵）がないと牛が汚れやす

くなります。)

（タ く

な

根

（牛床前方に障害物があると、牛はスムーズに起きあ

がれません。）

(牛がきれい:上)

(牛が汚れている：右)
イレールの高さが 80cm 未満だと牛が汚れやす
ります。）
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